
- 1 -

資料４
≪徳島県政策評価システムの概要≫

○県民への説明責任を果たすことによる行政運営の透明性の確保目的
○施策・事業の効果的で効率的な執行
○職員の意識改革による政策形成能力の向上

評価体制 評価結果の活用

施策評価（事後評価） 自己評価（各課）新

事業の取捨選択、優先度評価
○施策や事業の改革・改善

自己評価（各課） ○次年度の予算編成継続事業評価（事後評価）
政策評価推進員

事業評価 １次評価（各部局長）新規事業評価（事前評価）
評価結果の公表

２次評価（総合政策局）その他（重点的な改革改善が必要なもの）
○ホームページへの掲載
○県民サービスセンターでの縦覧

他の評価制度との連携
（ ）○公共事業再評価制度 農林・県土

県 民○公共事業重点化評価 農林・県土 ○施策や事業への県民意見の反映（ ）

○試験研究評価（商工・農林） ○評価システムの改善・充実
○その他
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平成１７年度における政策評価システムについて

１ 昨年度との違い
新たに施策評価を実施する。継続事業評価は施策評価の一部として施策評価シート

に記入する形で行う。

２ 施策評価について
（１）目 的

○事業を施策の視点から一覧することによる事業の取捨選択と重点化の推進。

○施策目標（＝組織目標）の設定とその公表を通じた県民にわかりやすい行政の推進。

（２）内 容
○組織（課・室）の目的＝施策（事務事業を目的に沿って束ねたもの）目的として評

価を実施 （全体で１００施策程度を想定 ）。 。
（例）男女共同参画課＝男女共同参画社会の実現＝施策

文化国際課＝文化の振興＝施策Ⅰ
＝地域の国際化の推進＝施策Ⅱ

○「組織のミッション（使命 」と「達成目標」の明確化 「施策の現状 「施策の今） 。 」
後の取組方向 「構成事業の優先順位付け（相対評価）と取組方向」等の検証を通」

じ、今後の事業の企画立案、重点化に活用する。

３ 事業評価について
○個別の継続事業評価シートは廃止し、施策評価シートに継続事業評価を記入 （従。

来の目的妥当性・有効性・必要性・効率性の評価項目に、新たに施策寄与度から見
た総合的評価項目を加える ）。

○新規事業は、前年度と同様に事前評価を実施する （評価シートは一部変更し、事。
業の必要性の明確化、事業活動から成果までの道筋の明確化を図る ）。

４ 予算との連携

○施策目的に対する寄与度から３段階で構成事業の優先順位付けを行い、事業の今後
の方向付け（拡大、継続、手法見直し、縮小、廃止等）を行う。

３段階評価の構成割合は各１／３とし、優先度の低い階層の事業は、廃止や大幅な

縮小を前提とした見直しを行う。
○継続事業の見直しにより生み出した一般財源を全庁的にプールし、その範囲内で各

部局からの提案に基づいて、優先度の高いものから配分するシステムを設ける。
（ ）政策推進特別枠（仮称）
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平成１６年度政策評価結果及び予算措置結果の概要

１．平成１６年度継続事業評価

６月～９月（財政集中見直し期間中）(1) 実施時期
各部局（各部局の自己評価）(2) 実施部局

(3) 評価結果
平成 年度実施事業及び平成 年度に新たに実施した事業（ 事業）について15 16 1,339
評価し、約半数の事業( 事業)において何らかの改善見直しが行われました。665
また、平成１７年度予算編成の中で、更に精査が行われた結果、全体の８５％の事業
について見直しが行われております。

政策評価時点 予算措置結果
改善見直し実施事業数 ６６５事業（５０％） １,１３６事業(８５％)
（内訳）廃止事業数 １２０事業（ ９％） １６８事業(１３％)

休止事業数 ６事業（ １％） ２０事業( １％)
終期設定事業数 ２５事業（ ２％） １２事業( １％)
統合事業数 ３２事業（ ２％） ７４事業( ６％)
縮小事業数 １７６事業（１３％） ６６２事業(４９％)
改善事業数 ３０６事業（２３％） ２００事業( ６％)

６７４事業（５０％） ２０３事業( ６％)引き続き見直し検討事業数

２．平成１６年度新規事業評価（平成１７年度新規分）

９月～１１月(1) 実施時期
各部局の自己評価(１次評価)及び総合政策室評価(２次評価)(2) 実施部局

(3) 評価結果
各部局から提案された３０７の新規事業について、平成 年 月の時点で 年度16 11 17
予算に向けての方向性を評価・検証したものです。
この評価結果を踏まえ、平成 年度予算編成の中で、事業内容や仕組みの改善に検17
討が加えられ、２０１事業が予算化されました。

○担当部局評価（１次評価）
ＡＡＡ評価 １１９事業 （３９％） (優先度が非常に高い)
ＡＡ評価 １２０事業 （３９％） (優先度が高い)
Ａ評価 ６８事業 （２２％） (普通)

○総合政策室評価（２次評価）
うち予算化された事業

Ａ評価 ３８事業 （１２％） ３８事業
Ｂ評価 １９６事業 （６４％） １６０事業
Ｃ評価 ７３事業 （２４％） ３事業

合計２０１事業

※２次評価区分
［Ａ］･･･有効性、必要性等が認められ、実施に向けて一定の熟度に

達している事業
［Ｂ］･･･ある程度の有効性、必要性等は認められるが、実施に向けて

精査すべき問題や課題がある事業
［Ｃ］･･･有効性、必要性等に疑問がある事業


